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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

根 拠 条 項 第１８条の２第１項

処分の概要 認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者に対する必要措置

法令の定め 都道府県知事は、認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者が第１４条の４の規

定に違反したと認めるときは、当該者に対して、その改善に必要な措置を採るべきこ

とを命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的

に定めることが困難なため、基準は設定していない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№２】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

根 拠 条 項 第１８条の２第２項

処分の概要 老人居宅生活支援事業等の制限又は停止命令

法令の定め 都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を行う者又は老人デイサービスセンター、

老人短期入所施設若しくは老人介護支援センターの設置者が、この法律若しくはこれ

に基づく命令若しくはこれらに基づいてする処分に違反したとき、又はその事業に関

し不当に営利を図り、若しくは第５条の２第２項から第６項まで、第２０条の２の２

若しくは第２０条の３に規定する者の処遇につき不当な行為をしたときは、当該事業

を行う者又は当該施設の設置者に対して、その事業の制限又は停止を命ずることがで

きる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的

に定めることが困難なため、基準は設定していない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№３】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

根 拠 条 項 第１９条第１項

処分の概要 養護老人ホーム等の設置認可取消等

法令の定め 都道府県知事は、養護老人ホーム又は特別養護老人ホームの設置者がこの法律若し

くはこれに基づく命令若しくはこれらに基づいてする処分に違反したとき、又は当該

施設が第１７条第１項の基準に適合しなくなつたときは、その設置者に対して、その

施設の設備若しくは運営の改善若しくはその事業の停止若しくは廃止を命じ、又は第

１５条第４項の規定による認可を取り消すことができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的

に定めることが困難なため、基準は設定していない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№４】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

根 拠 条 項 第２９条第１５項

処分の概要 有料老人ホーム設置者に対する改善命令

法令の定め 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第６項から第１１項までの規定に違反

したと認めるとき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者

の利益を害する行為をしたと認めるとき、その他入居者の保護のため必要があると認

めるときは、当該設置者に対して、その改善に必要な措置を採るべきことを命ずるこ

とができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的

に定めることが困難なため、基準は設定していない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№５】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

根 拠 条 項 第２９条第１６項

処分の概要 有料老人ホーム設置者に対する事業制限又は停止命令

法令の定め 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者がこの法律その他老人の福祉に関する法

律で政令で定めるもの若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反した

場合であって、入居者の保護のため特に必要があると認めるときは、当該設置者に対

して、その事業の制限又は停止を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的

に定めることが困難なため、基準は設定していない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№６】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第７６条の２第３項

処分の概要 指定居宅サービス事業者に対する命令

法令の定め 第７６条の２第３項

都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた指定居宅サービス事業者

が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定

居宅サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきこ

とを命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

〃 保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№７】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第７７条第１項

処分の概要 指定居宅サービス事業者の指定の取消し等

法令の定め 第７７条第１項

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定居宅サービス事
業者に係る第41条第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一
部の効力を停止することができる。
一 指定居宅サービス事業者が、第70条第２項第四号から第五号の二まで、第十号（第五号の
三に該当する者のあるものであるときを除く。）、第十号の二（第五号の三に該当する者のあ
るものであるときを除く。）、第十一号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）又は
第十二号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったと
き。

二 指定居宅サービス事業者が、第70条第８項の規定により当該指定を行うに当たって付され
た条件に違反したと認められるとき。

三 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員
について、第74条第１項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める
員数を満たすことができなくなったとき。

四 指定居宅サービス事業者が、第74条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び
運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をすることができなくなっ
たとき。

五 指定居宅サービス事業者が、第74条第６項に規定する義務に違反したと認められるとき。
六 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。
七 指定居宅サービス事業者が、第76条第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは
提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。

八 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第76条第１項の規定によ
り出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽
の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当
該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当
該指定居宅サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。

九 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第41条第１項本文の指定を受けたとき。
十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その他国民の保健医療
若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分
に違反したとき。

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又
は著しく不当な行為をしたとき。

十二 指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指定の取消し
又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等
に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。

十三 指定居宅サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管理者が指定の
取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サー
ビス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一

的に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

〃 保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№８】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第９１条の２第３項

処分の概要 指定介護老人福祉施設の開設者に対する命令

法令の定め 第９１条の２第３項

都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた指定介護老人福祉施設の

開設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当

該指定介護老人福祉施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置

をとるべきことを命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№９】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第９２条第１項

処分の概要 指定介護老人福祉施設の指定の取消し等

法令の定め 第９２条第１項

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定介護老人福祉施

設に係る第48条第１項第一号の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一

部の効力を停止することができる。

一 指定介護老人福祉施設が、第86条第２項第三号、第三号の二又は第七号（ハに該当する者

があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。

二 指定介護老人福祉施設が、その行う指定介護福祉施設サービスに従事する従業者の人員に

ついて、第88条第１項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができなくなったとき。

三 指定介護老人福祉施設が、第88条第２項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営

に関する基準に従って適正な指定介護老人福祉施設の運営をすることができなくなったとき。

四 指定介護老人福祉施設の開設者が、第88条第６項に規定する義務に違反したと認められる

とき。

五 第28条第５項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚

偽の報告をしたとき。

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。

七 指定介護老人福祉施設が、第90条第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提

示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。

八 指定介護老人福祉施設の開設者又はその長若しくは従業者が、第90条第１項の規定により

出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の

答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該

指定介護老人福祉施設の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、

当該指定介護老人福祉施設の開設者又はその長が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。

九 指定介護老人福祉施設の開設者が、不正の手段により第48条第１項第一号の指定を受けた

とき。

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護老人福祉施設の開設者が、この法律その他国民の保

健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しく

は処分に違反したとき。

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定介護老人福祉施設の開設者が、居宅サービス等に関し

不正又は著しく不当な行為をしたとき。

十二 指定介護老人福祉施設の開設者の役員又はその長のうちに、指定の取消し又は指定の全

部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又

は著しく不当な行為をした者があるとき。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１０】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１０１条

処分の概要 介護老人保健施設の使用制限

法令の定め 第１０１条

都道府県知事は、介護老人保健施設が、第97条第１項に規定する療養室、

診察室及び機能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設を有しなくな

ったとき、又は同条第３項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営

に関する基準（設備に関する部分に限る。）に適合しなくなったときは、

当該介護老人保健施設の開設者に対し、期間を定めて、その全部若しく

は一部の使用を制限し、若しくは禁止し、又は期限を定めて、修繕若し

くは改築を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/



- 11 -

（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１１】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１０２条第１項

処分の概要 介護老人保健施設の管理者の変更命令

法令の定め 第１０２条第１項

都道府県知事は、介護老人保健施設の管理者が介護老人保健施設の管理者と

して不適当であると認めるときは、当該介護老人保健施設の開設者に対し、期

限を定めて、介護老人保健施設の管理者の変更を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１２】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１０３条第３項

処分の概要 介護老人保健施設の開設者に対する命令等

法令の定め 第１０３条第３項

都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた介護老人保健施設の開設

者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介

護老人保健施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべ

きことを命じ、又は期間を定めて、その業務の停止を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１３】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１０４条第１項

処分の概要 介護老人保健施設の開設許可の取消し等

法令の定め 第１０４条第１項

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該介護老人保健施設に
係る第94条第１項の許可を取り消し、又は期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力を
停止することができる。
一 介護老人保健施設の開設者が、第94条第１項の許可を受けた後正当の理由がないのに、６
月以上その業務を開始しないとき。

二 介護老人保健施設が、第94条第３項第四号から第五号の二まで、第十号（第五号の三
に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十一号（第五号の三に該当する者のあ
るものであるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。

三 介護老人保健施設の開設者が、第97条第７項に規定する義務に違反したと認められるとき。
四 介護老人保健施設の開設者に犯罪又は医事に関する不正行為があったとき。
五 第28条第５項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚
偽の報告をしたとき。

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。
七 介護老人保健施設の開設者等が、第100条第１項の規定により報告又は診療録その他の帳
簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。

八 介護老人保健施設の開設者等が、第100条第１項の規定により出頭を求められてこれに応
ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定
による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該介護老人保健施設の従業者
がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該介護老人保健施設の開設者
又は当該介護老人保健施設の管理者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。

九 前各号に掲げる場合のほか、介護老人保健施設の開設者が、この法律その他国民の保健医
療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処
分に違反したとき。

十 前各号に掲げる場合のほか、介護老人保健施設の開設者が、居宅サービス等に関し不正又
は著しく不当な行為をしたとき。

十一 介護老人保健施設の開設者が法人である場合において、その役員又は当該介護老人保健
施設の管理者のうちに許可の取消し又は許可の全部若しくは一部の効力の停止をしようとす
るとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。

十二 介護老人保健施設の開設者が第94条第３項第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人
でないものである場合において、その管理者が許可の取消し又は許可の全部若しくは一部の
効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行
為をした者であるとき。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１４】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１３条の２第３項（旧法）

処分の概要 指定介護療養型医療施設の開設者に対する命令

法令の定め 第１１３条の２第３項

都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた指定介護療養型医療施設

の開設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、

当該指定介護療養型医療施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る

措置をとるべきことを命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一

的に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１５】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１４条第１項（旧法）

処分の概要 指定介護療養型医療施設の指定の取消し等

法令の定め 第１１４条第１項

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定介護療養型医療施設
に係る第48条第１項第三号の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効
力を停止することができる。
一 指定介護療養型医療施設が、第107条第３項第三号から第四号の二まで、第九号（第四号の三
に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十号（第四号の三に該当する者である

ときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。
二 指定介護療養型医療施設が、その行う指定介護療養施設サービスに従事する従業者の人員につ
いて、第110条第１項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができなくなったとき。
三 指定介護療養型医療施設が、第110条第２項に規定する指定介護療養型医療施設の設備及び運
営に関する基準に従って適正な指定介護療養型医療施設の運営をすることができなくなったとき。
四 指定介護療養型医療施設の開設者が、第110条第６項に規定する義務に違反したと認められる
とき。
五 第28条第５項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚偽の
報告をしたとき。
六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。
七 指定介護療養型医療施設が、第112条第１項の規定により報告又は診療録その他の帳簿書類の
提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
八 指定介護療養型医療施設の開設者又は管理者、医師その他の従業者が、第112条第１項の規定
により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽
の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指
定介護療養型医療施設の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該
指定介護療養型医療施設の開設者又は管理者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。
九 指定介護療養型医療施設の開設者が、不正の手段により第48条第１項第三号の指定を受けたとき。
十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護療養型医療施設の開設者が、この法律その他国民の保健
医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分
に違反したとき。
十一 前各号に掲げる場合のほか、指定介護療養型医療施設の開設者が、居宅サービス等に関し不
正又は著しく不当な行為をしたとき。
十二 指定介護療養型医療施設の開設者が法人である場合において、その役員又は当該指定介護療
養型医療施設の管理者のうちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよう
とするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。
十三 指定介護療養型医療施設の開設者が法人でない療養病床病院等である場合において、その管

理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に

居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一

的に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１６】 （令和４年(2022年)７月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１４条の３

処分の概要 介護医療院の使用制限等

法令の定め 第１０１条

都道府県知事は、介護医療院が、第111条第１項に規定する療養室、診

察室、処置室及び機能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設を有し

なくなったとき、又は同条第３項に規定する介護医療院の設備及び運営

に関する基準（設備に関する部分に限る。）に適合しなくなったときは、

当該介護医療院の開設者に対し、期間を定めて、その全部若しくは一部

の使用を制限し、若しくは禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改

築を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１７】 （令和４年(2022年)７月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１４条の４第１項

処分の概要 介護医療院の管理者の変更命令

法令の定め 第１１４条の第１項

都道府県知事は、介護医療院の管理者が介護医療院の管理者として不適当で

あると認めるときは、当該介護医療院の開設者に対し、期限を定めて、介護医

療院の管理者の変更を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１８】 （令和４年(2022年)７月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１４条の５第３項

処分の概要 介護医療院の開設者に対する命令等

法令の定め 第１１４条の５第３項

都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた介護医療院の開設者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護医療

院の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命じ、

又は期間を定めて、その業務の停止を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№１９】 （令和４年(2022年)７月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１４条の６第１項

処分の概要 介護医療院の開設許可の取消し等

法令の定め 第１１４条の６第１項

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該介護医療院に係る第
107条第１項の許可を取り消し、又は期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力を停止
することができる。
一 介護医療院の開設者が、許可を受けた後正当の理由がなく、６月以上その業務を開始しな
いとき。

二 介護医療院が、第107条第３項第四号から第六号まで、第十三号（第七号に該当する者
のあるものであるときを除く。）又は第十四号（第七号に該当する者のあるものであるとき
を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。

三 介護医療院の開設者が、第111条第７項に規定する義務に違反したと認められるとき。
四 介護医療院の開設者に犯罪又は医事に関する不正行為があったとき。
五 第28条第５項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚
偽の報告をしたとき。

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。
七 介護医療院の開設者等が、第114条の２第１項の規定により報告又は診療録その他の帳簿
書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。

八 介護医療院の開設者等が、第114条の２第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜ
ず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定に
よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該介護医療院の従業者がその行
為をした場合において、その行為を防止するため、当該介護医療院の開設者又は管理者が相
当の注意及び監督を尽くしたときを除く。

九 前各号に掲げる場合のほか、介護医療院の開設者が、この法律その他国民の保健医療若し
くは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違
反したとき。

十 前各号に掲げる場合のほか、介護医療院の開設者が、居宅サービス等に関し不正又は著し
く不当な行為をしたとき。

十一 介護医療院の開設者が法人である場合において、その役員又は当該介護医療院の管理者
のうちに許可の取消し又は許可の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年
以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。

十二 介護医療院の開設者が第107条第３項第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でな
いものである場合において、その管理者が許可の取消し又は許可の全部若しくは一部の効力
の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為を
した者であるとき。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的

に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№２０】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１５条の８第３項

処分の概要 指定介護予防サービス事業者に対する命令

法令の定め 第１１５条の８第３項

都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた指定介護予防サービス事

業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該

指定介護予防サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をと

るべきことを命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一

的に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

〃 保健行政室企画総務課

〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№２１】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１５条の９第１項

処分の概要 指定介護予防サービス事業者の指定の取消し等

法令の定め 第１１５条の９第１項

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定介護予防サービス事業者
に係る第53条第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停
止することができる。
一 指定介護予防サービス事業者が、第115条の２第２項第四号から第五号の二まで、第十号（第五号
の三に該当する者のあるものであるときを除く。）、第十号の二（第五号の三に該当する者の

あるものであるときを除く。）、第十一号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）又は
第十二号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。
二 指定介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員につ
いて、第115条の４第１項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める員数を満
たすことができなくなったとき。
三 指定介護予防サービス事業者が、第115条の４第２項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関す
る基準に従って適正な介護予防サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。
四 指定介護予防サービス事業者が、第115条の４第６項に規定する義務に違反したと認められるとき。
五 介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。
六 指定介護予防サービス事業者が、第115条の７第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは
提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
七 指定介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第115条の７第１項の規定によ
り出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁を
し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業
所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護予防サービス事
業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。
八 指定介護予防サービス事業者が、不正の手段により第53条第１項本文の指定を受けたとき。
九 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、この法律その他国民の保健医療若し
くは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したと
き。
十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著し
く不当な行為をしたとき。
十一 指定介護予防サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指定の取消し又は
指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又
は著しく不当な行為をした者があるとき。
十二 指定介護予防サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管理者が指定の取消
し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し
不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一

的に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課
〃 保健行政室企画総務課
〃 地域保健室企画総務課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係
（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不利益処分に係る処分基準

【№２２】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 介護保険法

根 拠 条 項 第１１５条の３４第３項

処分の概要 業務管理体制整備の命令（介護サービス事業者）

法令の定め 第１１５条の３４第３項

厚生労働大臣等は、第１項の規定による勧告を受けた介護サービス事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護サー

ビス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ず

ることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一

的に定めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課事業指導係

（電話番号：011-231-4111(25-679))

備 考 （公表アドレス）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

【№２３】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 社会福祉法

根 拠 条 項 第７１条

処分の概要 社会福祉施設の基準適合命令

第７１条

法令の定め 都道府県知事は、第６２条第１項の規定による届出をし、又は同条第２項の規定による許

可を受けて社会福祉事業を経営する者の施設が、第６５条第１項の基準に適合しないと認め

られるに至つたときは、その事業を経営する者に対し、同項の基準に適合するために必要な

措置を採るべき旨を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実については、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的に決

めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課

事業指定係（電話番号：011-231-4111（内線25-681））

事業指導係（電話番号：011-231-4111（内線25-679））

（公表アドレス）

備 考 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

【№２４】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 社会福祉法

根 拠 条 項 第７２条第１項

処分の概要 社会福祉事業経営の許可の取消し等

第７２条第１項

法令の定め 都道府県知事は、第６２条第１項、第６７条第１項若しくは第６９条第１項の届出をし、

又は第６２条第２項若しくは第６７条第２項の許可を受けて社会福祉事業を経営する者が、

第６２条第６項（第６３条第３項及び第６７条第５項において準用する場合を含む。）の規

定による条件に違反し、第６３条第１項若しくは第２項、第６８条若しくは第６９条第２項

の規定に違反し、第７０条の規定による報告の求めに応ぜず、若しくは虚偽の報告をし、同

条の規定による当該職員の検査若しくは調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、前条の規定に

よる命令に違反し、又はその事業に関し不当に営利を図り、若しくは福祉サービスの提供を

受ける者の処遇につき不当な行為をしたときは、その者に対し、社会福祉事業を経営するこ

とを制限し、その停止を命じ、又は第６２条第２項若しくは第６７条第２項の許可を取り消

すことができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実については、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的に決

めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課

事業指定係（電話番号：011-231-4111（内線25-681））

事業指導係（電話番号：011-231-4111（内線25-679））

（公表アドレス）

備 考 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/
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（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

【№２５】 （平成２９年(2017年）１０月１日作成）

法 令 名 社会福祉法

根 拠 条 項 第７２条第２項、第３項

処分の概要 社会福祉法の規定に違反して社会福祉事業を経営するものの制限等

第７２条第２項

法令の定め 都道府県知事は、第６２条第１項、第６７条第１項若しくは第６９条第１項の届出をし、

若しくは第７４条に規定する他の法律に基づく届出をし、又は第６２条第２項若しくは第

６７条第２項の許可を受け、若しくは第７４条に規定する他の法律に基づく許可若しくは認

可を受けて社会福祉事業を経営する者（次章において「社会福祉事業の経営者」という。）

が、第７７条又は第７９条の規定に違反したときは、その者に対し、社会福祉事業を経営す

ることを制限し、その停止を命じ、又は第６２条第２項若しくは第６７条第２項の許可若し

くは第７４条に規定する他の法律に基づく許可若しくは認可を取り消すことができる。

第７２条第３項

都道府県知事は、第６２条第１項若しくは第２項、第６７条第１項若しくは第２項又は第

６９条第１項の規定に違反して社会福祉事業を経営する者が、その事業に関して不当に営利

を図り、若しくは福祉サービスの提供を受ける者の処遇につき不当な行為をしたときは、そ

の者に対し、社会福祉事業を経営することを制限し、その停止を命ずることができる。

処 分 基 準 処分の原因となる事実については、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的に決

めることが困難なため、基準の設定はしていない。

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

問い合わせ先 保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課

事業指定係（電話番号：011-231-4111（内線25-681））

事業指導係（電話番号：011-231-4111（内線25-679））

（公表アドレス）

備 考 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sonota/hyoujyunsyorikikan/


